
日系企業支援ウェビナー

新型コロナウイルスの感染拡大等
による組織再編について

PwC中国 日本企業部
November 19 2021



2

本日の内容

中国のマクロトレンド及び組織再編の直近の状況

組織再編の類型

組織再編に係る税務上及び法務上の検討課題

事例研究
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中国のマクロトレンド及び
組織再編の直近の状況
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中国GDP推移

9.8%
2021年第１～３四半期までの累計
GDP成長率

2021年第３四半期の前年比成長率は
やや鈍ったものの、年間では比較的高
い成長率を維持している
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第一四半期 第二四半期 第三四半期 第四四半期

年率6.6％成長

年率6.1％成長

年率2.3％成長

年率8.2％成長
(IMF予測)

第1四半期
▲6.8％

1-3四半期
9.8％

(出所)国家統計局資料より作
成



新型コロナウイルスの世界的な感染拡大と、中国事業への影響

2020年

各地ロックダウン

マスク・消毒液の欠品

国際間の移動制限

2021年

•国際物流のひっ迫

•半導体等各種基幹部品の不足

•電力制限

2022年以降

•双循環を見据えた国内及び国
内のサプライチェーンの見直し

事業の安定継続
サプライチェーンの

確保
再編による適正化
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脱中国？

経済産業省Web-site他より
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https://www.meti.go.jp/press/2020/07/20200717007/20200717007.html


2000年代

拠点に求められる役
割

管理者層に求められ
る資質

• 日本企業文化を重視した本社とのコミュニケー
ション

• 日本で設計開発した製品に関する中国製造時
の品質管理

• 国際的なビジネスの感覚
• 中国国内市場の開拓

• 最先端デジタル技術の試験的な取組みおよび他地域への
展開

• 品質不良

• 横領・情報漏洩等の内部不正

• 地政学的なリスク（制裁、機会損失、サプライチェーンの見
直し等）

• サイバー攻撃による情報漏洩や操業停止

• 世界の工場
• 世界の工場
• 中国国内市場向けの戦略的拠点
• 最先端デジタル技術の発信源

• 広大な土地

• 安価で豊富な労働力

• 人件費は高騰しつつも依然としてリーズナブルな労働賃金
• 人口14億人の巨大市場（80-90年代生まれを中心とした旺
盛な購買意欲）

• 大手テック企業やスタートアップ企業によるスピード重視の
技術革新

市場の特徴・優位性

主なリスク

国際社会や世界経済の中における中国の位置づけは、日系企業が中国に進出してきた当時と今とでは大きく変化しています。加え
て、COVID-19の影響、米中対立の影響もあり、中長期的な目線での中国事業及びサプライチェーンの変革が多くの日系企業で求
められています。
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2
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中国における市場・事業環境の変化

中国におけるサプライチェーンをめぐる環境変化
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2020年以降
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既存BCPが
機能しない
背景、課題

• 中国全土のみならず、世界全体へ広範に感染が拡大したことにより、ほぼ全拠点および取引先（サプライヤー等）も同様の
状況であったため、事業を止めざるを得なかった

• 一部の事務業務に関しては、感染拡大が比較的緩やかな他拠点への一時的移管を検討したが、総務や人事の従業員が
財務・経理業務を行うことは難しく、また同じ営業でも扱う製品によって求められる知識が異なり、実態として機能すること
が出来ない状況であった

製造関連業務の対策例

サプライチェーン / バリューチェーンの見直し

• 感染症によるリスクだけではなく、地政学的なリスクも併せて考慮し、
グローバルサプライチェーン体制から地産地消型への移行検討も一
案。
中国域内で事業の復旧目途を立てられる効果が期待できる

• 取引先（調達先や顧客等）への外部依存度を洗い出し、特定の取引先
に対する依存度が高い場合には、他社への切替や不測の事態発生時
の代替先を検討しておくことも一案

拠点戦略の見直し

• 世界全体へ感染が拡大する中でも、一部エリアが先行して落ち着く
ケースは見られる。製造拠点の地理的な分散や平時からブリッジ生産
が行える体制を検討しておくことで、その様な状況下において事業復
旧目途を立てられる効果が期待できる

事務業務の対策例

人材モデル・人員配置の見直し

• 現状の各従業員の対応可能な業務範囲を明らかにし、不測の事態発
生に伴う他拠点への一時的業務移管（受入を含む）の際のシミュレー
ションを行っておく

• 現在の担当領域以外に対応が難しい従業員が多い場合には、各拠点
における人材モデルを見直し、複数業務に従事できる従業員を育成す
ることを検討する。同時に、人員の再配置も検討しておく

ITインフラの見直し

• 他拠点へ一時的な業務移管を行った際、移管先の営業や財務・経理、
人事、総務等の従業員が社内システムにログイン可能か、必要な社内
情報へのアクセスが可能かを予め把握しておく

• 必要に応じて、共通ITインフラやアクセス権限の整備を検討しておく

組織再編の直近の状況(BCPの観点から)

各拠点の持つべき機能は何？業務継続のための拠点分散は不要？
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製品デザイン 部品調達 製造 輸送 リサイクリング

持続可能なバリューチェーンの構築: 

 低炭素及び再生材料の使
用 (例： 製品製造時に100%

再利用するレアアースを使用)

 エネルギー効率の良い製
品のデザイン
(例：過去10年間に製品製造に
必要なエネルギーを73%削減)

 リサイクルロボットを利用
した主要材料の再生
(例：レアアース磁石、タングス
テン鋼等) 

 “原料再生研究所“におい
て、リサイクル技術の開発

低炭素の原材料を調達
(例： アルミ供給業者に対する排
出物削減のサポート)

フッ素化ガスの使用を減らし
た電子機器部品の調達

中国会社の動向：自社のサプライチェーン及び製品についてカーボンニュートラル100%を達成

低炭素製品デザイン エネルギー効率の拡大 再生可能エネルギー 製造過程と原材料の革新 カーボン除去

製品の製造で100 %再生可能エネルギーを使用

製造施設及び輸送施設のエネルギー効率改善を加速化

エネルギー効率関連のプロジェクトに対するグリーンファンド投資

組織再編の直近の状況(ESGの観点から)

自社サプライチェーンを分析し、カーボンニュートラル100％達成できるように組織再編が必要？？



中国はCO2排出につい
て2030年までにピーク
に達し、2060年までのカ
ーボンニュートラル実現
を目指して努力する

習近平国家主席（2020年9月22日）
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国連演説でカー
ボンニュートラル
達成目標宣言

2020年9月

中央財形委員会第
九回大会において、
14次五か年計画の

一つの柱とすること
を決定

2021年3月

米国と気候変
動対策の強化
についての共
同宣言

2021年11月

CO2排出ピーク

2030年

2060

二酸化炭素排
出権交易管理
弁法試行

2021年2月

カーボンニュートラル達成！

2060年



組織再編の直近の状況(内部統制強化の観点から)
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A社
(日本本社)

日本

中国 Ｂ社
(子会社)

Ｘ事業部

Ｓ社
(子会社)

Ｚ事業部

Ｃ社
(子会社)

Ｙ事業部

Ｄ社
(子会社)

Ｙ事業部
…………………………………………………

R社
(孫会社)

T社
(孫会社)………………………………………………

事業部が混在しているX社、Ｙ社のモニタリングは誰がする？

Ｘ事業部 Ｙ事業部 Ｚ事業部

Ｘ事業部

Ｙ事業部

Ｚ事業部



組織再編の類型

2



組織再編の類型

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割
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持分譲渡の定義
譲受企業が譲渡企業より子会社 (譲渡対象企業)の持分を買い取ること。

持分譲渡

A社

持分譲渡前

Ｂ社

日本

中国

Ｃ社

100％出資

100％出資

持分譲渡後

持分譲渡
契約
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A社

Ｂ社Ｃ社

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割



資産譲渡の定義
譲受企業が譲渡企業の資産を買い取ること。買い取り資産は物理的なものだけではなく、無形資産等も含まれること
がある。

資産譲渡

A社

資産譲渡前

Ｂ社

日本

中国

Ｃ社

A社

Ｂ社

100％出資

資産譲渡後

Ｘ事業 Ｙ事業
資産譲渡
契約

(Ｙ事業)

Ｙ事業
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100％出資

Ｃ社

Ｘ事業

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割



吸収合併の定義
２つ以上の会社の合併において、その中の1社以上の会社が解散、消滅し、1つの会社が消滅する会社を吸収し存続
すること。

吸収合併

A社

吸収合併前

Ｃ社
(消滅企業)

日本

中国

Ｂ社
(存続企業)

A社

新Ｂ社
(旧Ｂ社＋旧Ｃ社)

100％出資

吸収合併後

100％
出資

100％
出資

合併契約

16

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割



A社

新設分割の定義
１つの会社が分割して2つ以上の会社とすること。

新設分割

A社

分割前

日本

中国

Ｂ社

100％出資

分割後

Ｘ事業 Ｙ事業 Ｘ事業

分割の意
思決定
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Ｂ社
Ｘ事業 Ｙ事業

100％
出資

分割の意
思決定

Ｃ社

Ｙ事業Ｘ事業

Ｙ事業

100％出資

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割



• 会社の機能を単純化することが
可能

• 事業売却の前段階とすることが
可能

• 株主変更のみで済むため比較的
スムーズ

• 事業継続に支障なし

• 譲渡益課税がされる
ケースあり

• 通常の商取引に近いため
比較的スムーズ

• 税務上課税取引として取り扱わ
れ、時価課税リスクあり

• 譲渡側の免許等の引継ぎ
• 従業員の抵抗
• 譲渡益課税リスク

• 法人格を引き継ぐため、免許等
について比較的スムーズな引継
ぎが可能

• 政府当局の抵抗
• 従業員待遇の格差

組織再編の類型～主なメリットデメリット

持分譲渡

資産譲渡

吸収合併

新設分割
メリット

デメリット

デメリット

メリット

デメリット

メリット

デメリット

メリット
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組織再編に係る税務上及び
法務上の検討課題

3



再編をするにあたり、何を考慮しなければならないか？
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法務上の課題
• 営業範囲の確認

• 取引先との契約関係確認

• 従業員の給与体系・福利厚生格差

• 従業員との雇用契約

• 労災・妊娠中などの従業員の取り
扱い

• 過去及びグループ会社の労働争議

• などなど

税務上の課題
• 譲渡益などの課税取引に該当
するか（特殊性税務処理の適
用は可能か？）

• 取引の見直しによる移転価格
リスクに変化はあるか？

• 過去の税務取引で税務当局と
未合意の事項があるか？

• 過去に補助金を取得している
か？

• などなど



(ご参考)特殊税務処理の利用について
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特殊税務処理の原則的条件(以下のすべての要件に該当することが必要)

①合理的な商業目的を有し、かつ納税額の減少、免除または支払遅滞を主な目的とするものではないこと

②買収され、合併され、または分割される部分の資産または持分の割合が法定の割合に合致すること

③企業再編後の連続12か月内(再編日から起算する連続する12か月)において、再編資産の従来の実質的経
営活動を変更しないこと

④再編取引の対価のうち持分支払に関わる金額が法定の割合に合致すること

⑤企業再編において持分支払を受けるもとの主要株主は、再編後の連続12か月内にその取得した持分を譲
渡してはならないこと



事例研究

４



ケース１ 持分譲渡を利用した独資化(1/2)

状況
・中国内資企業と合弁を組んで会社を設立したが、経営期限が到来した。
・合弁先の発言力が強く、日本本社及び日本人総経理の意見がスムーズに通らない。
・政府関係機関との交渉及び調整等に期待をしたが、十分な役割を果たしていない。

A社
日本

中国 Ｂ社
(Ａの子会社)

Ｃ社
(合弁先)

60％
出資

40％
出資
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A社

Ｂ社
(Ａの子会社)

100％
出資

総経理：Ｃ社より出向
副総経理：Ａ社より出向

持分譲渡契約
(C社40%)

持分取得前 持分取得後



ケース１ 持分譲渡を利用した独資化(2/2)

Needs

・経営期限到来を期にＣ社から持分買取を実施してＡ社独資の企業としたい。

Action

・現状の持分価額の把握(デューデリジェンス)

・合弁先Ｃ社との交渉による持分取得の実施

Result

・合弁先との関係解消
・Ａ社独資の経営によるスムーズな意思決定及びコンプライアンス状況の改善
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ケース２ 吸収合併等を利用した組織統合の事例(1/2)

状況
・中国に30社程度の子会社を抱えており、各社の機能に重複があり、特に管理コストが増大している。
・中国で管理統括機能が十分にはたらいておらず、各社のモニタリングが難しい。

Needs

・拠点数の数を整理し、コスト削減を図りたい。
・中国での管理統括機能を強めたい。

Action

・機能が同一の会社の吸収合併を実施し、拠点
数を削減する。
・各社の管理部門を統括会社に集約

Result

・会社数30社→25社に減少それに伴い従来の
管理コストも20%減少。
・管理体制の構築により不正の発見及び対応、
コンプライアンス体制の強化
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ケース２ 吸収合併等を利用した組織統合の事例(2/2)

26

実態把握

(実態調査)

課題整理

再編方針案検討

推進体制構築

マスタープラン策定

•各拠点への実地調査を行い、以下の項

目等に関する実態を把握再編・統合の
想定対象拠点は別途要確認）

【調査項目例】
-事業概要、業績推移、組織体系
-従業員数（直接・間接部門別）
-研究開発機能
-マーケティング・営業機能
-業績評価・ KPI 制度
-各種 IT システム活用状況
-間接部門の体制
-その他、政府・当局の優遇策取得状況

•実態把握の内容を踏まえた現状の課題
整理

【課題例】
-統制が図れず、統括会社として各社のビ
ジネス概況や業績の把握が困難
-各社の機能（マーケティング・販売・物流

等が各社独立しており、高コスト体質に
なっている
-間接部門が各社重複しており、コストお
よび業務の観点で効率化が図れていない

•課題を解決するための再編方針案検討

再編を行う際の各領域別論点の洗い出
し、ボトルネックとなり得る課題の整理

【論点例】
-顧客対応、合弁先パートナー承認取得
-人事制度統合
-税務リスク、政府・当局承認 等
•各領域別論点おけるタスクの洗い出し
•実行フェーズに向けた推進体制案検討
•再編完了までのマスタープラン作成
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ケース３ 新設分割を利用した子会社機能整理(1/2)

状況
・中国子会社の業務の広がりにより、１つの子会社が複数の事業を営んでおり、本社による管理が難しい。
・専門性の高い事業(Ｙ事業)とその他の事業(Ｘ事業)との給与水準が一定であり、専門性の高い事業に従事している従業員
が退職する。

A社
日本

中国 Ｂ社

100％
出資
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A社

Ｂ社

100％
出資

存続分割前 存続分割後

Ｘ事業 Ｙ事業 Ｘ事業

Y社

Ｙ事業

100％
出資



ケース３ 存続分割を利用した事業統合(2/2)

Needs

・事業部ごとに会社を整理し、本社の効率的な管理を実施した。
・給与体系の変更により専門性の高い事業に従事している従業員を保持したい。

Action

・Ｙ事業を単独でY社として分社化する。
・Ｙ社における人事制度の見直しを実施する。

Result

・本社Ｙ事業部によるＹ社の管理が実施が可能となりスムーズな意思決定。
・Ｙ社における人事制度改善による専門性の高い従業員の退職率の低下。
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本日のまとめ

今後の中国ビジネスの展開を見込んで組織再編を検討する会社が増えています

再編方法にはさまざまなやり方があり、会社によって適切な方法を選択する必要があります

再編を行うにあたり、十分な事前検討と専門家によるアドバイスを受けるようにしましょう
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PwC*は、社会における信頼を築き、重要な課題を解決することをPurpose（存在意義）としています。

私たちは、世界158カ国に及ぶグローバルネットワークに250,000人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービスを提供しています。詳細はwww.pwc.comをご

覧ください。

PwCは世界最大級のネットワークを有しており、私たちはこのネットワークから世界の最新情報や潮流を把握し、また海外拠点と協力しながらクライアントを支援しています。

世界のPwCの多くの拠点には、日本人プロフェッショナルおよび日本語対応スタッフが常駐し、日本のクライアントの利便性を一層高めています。

* PwCとは、プライスウォーターハウスクーパース・インターナショナル・リミテッドのメンバーファームによって構成されたネットワークを意味し、各メンバーファームはそれぞれ独立した法人です。

**2018年6月30日 現在（サポートスタッフ含む）

2018年度において、

PwCは、Fortune Global 500 のうち、

429社にサービスを提供しました。
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2020年中国会計事務所上位6法人

品質を維持する取組
レベルの高い従業員研修、考課

システムと全面的な品質管理対策

内部管理と品質管理体制を整備

品
質

PwC中国は 18年連続で ランキング No.1
中国公認会計士協会の選定する会計士事務所トップ100で、PwC中国は2003年から2020年まで18年連続で1位を
獲得しています。

事務所名 順位
業務経験5年超且つ

60歳以下の中国公認会計士数
中国拠点数

PwC 1 518 23

EY 2 535 20

DTT 3 424 14

KPMG 4 309 16

天健 5 763 14

立信 6 1,163 31

No.1
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長期にわたりお客様に対してバリューと影響力を創造しています

 1902年に中国に進出しており、100年以上の歴史を有する

 中国で第1位のプロフェッショナルサービスファームであり、
四大会会計事務所の中でも最大規模である

 ランキング第1位の監査サービス

 ランキング第1位の税務サービス

 ランキング第1位のコンサルティングサービス

 ランキング第1位の戦略から実行までのノンストップ型
マネジメントコンサルティングサービス

 ランキング第1位のM&Aディールサービス

 香港マカオ台湾オフィスを含め、合計約16,000人のスタッ
フを有している

 22を超える業種の研究を行っている

PwC中国（香港マカオ台湾含む）のオフィス所在地

大連天津

重慶

西安

北京

上海

広州

香港

深セン

蘇州

マカオ

青島

寧波

厦門

南京

台北

杭州

武漢

成都

瀋陽

済南

鄭州

合肥

昆明

長沙

中壢
新竹台中

台南
高雄
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PwC中国のワンストップサービス

会計税務、
内部統制

法務

企業法務

コンプライアンス

労務、人事

事業再編／M&A

サイバーセキュリティ

内部統制

税関・貿易・その他国際税務

個人所得税

移転価格

法人税務
会計監査

経営戦略コンサルティング

オペレーション人事・労務

ITコンサルティング

政府対応

市場調査

コーポレーションファイナンス、企業価値評価

コンサルティング、
M&Aアドバイザリー

会計士

弁護士

業界コンサルタント

によるワンストップサービス
をご提供いたします。

左記のほか、複数社が関与する大型プロジェクト
では、プロジェクトマネジメント等の貴社のご要望
に応じたサービスをご提供させて頂いております。
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質疑応答
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コンタクトリスト

山崎 学
パートナー
ＰｗＣ北京事務所
日本企業部

E-mail:

manabu.m.yamazaki@cn.pwc.com

Tel: 86 (151) 2114 6550

藤本 和也
マネージャー
ＰｗＣ大連事務所
日本企業部

E-mail:

kazuya.k.fujimoto@cn.pwc.com

Tel: 86 (151) 4231 5921

多国籍企業に10年以上勤務の後、2007年にPwC税理士法人東京事

務所に入所。東京事務所においては主に富裕層向けの税務コンサル
ティングサービスや非上場企業の事業承継サービスに従事。

2010年12月よりPwC中国上海事務所に赴任し、主に日系企業および

駐在員向けに企業所得税や個人所得税に関するコンサルティング
サービスに従事。2021年7月より北京事務所移動。現在は華北地区の
日本企業部を統括している。

日本国税理士。

2014年12月に京都監査法人に入所。日本会計基準及び米国会計基準、
IFRSに基づく監査業務・内部統制監査業務・会計及び内部統制コンサ
ルティング業務に従事。

2019年10月よりPwC大連事務所にて勤務、主に大連進出企業の会計
監査。税務実務アドバイザリー業務に従事。

日本国公認会計士。
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www.pwc.com/jp
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